
未発生期

【抗インフルエンザウイルス薬の流通体制の整備】
・ 抗インフルエンザウイルス薬の流通状況を確認し、新型インフルエンザ発生

時に円滑に供給される体制を構築するとともに、医療機関や薬局、医薬品卸

売業者に対し、抗インフルエンザウイルス薬の適正流通を指導する。(厚生労

働省)

【研究開発】

(バンデミックワクチン)

。 新型インフルエンザ発生後、ワクチン製造用のウイルス株が決定されてから

6か月以内に全国民分のパンデミックワクチンを製造することを目指し、細

胞培養法など新 しいワクチン製造法や、経鼻粘膜ワクチン等の投与方法等の

研究。開発を促進するとともに、生産ラインの整備を推進する。(厚生労働省)

【ワクチン確保・供給体制】

(プ レバンデミックワクチン)

・ パンデミックワクチンの開発・製造には一定の時間がかかるため、それまで

の間の対応として、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者に対し、感染

対策の一つとして、プレバンデミックワクチンの接種を行うこととし、その

原液の製造・備蓄 (一部は製剤化)を進める。(厚生労働省)

> ウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい分離ウイルス株の入手状況

に応じてワクチン製造用候補株の見直しを逐次検討し、その結果に即して

製造を行うとともに、プレバンデミックワクチン製造に必要な新しい分離

ウイルス株の弱毒化やこれに関連する品質管理等を国内で実施する体制

の充実を図る。

> プレバンデミックワクチンについて、新型インフルエンザの発生後、迅速

な接種が行えるよう、必要量をあらかじめ製剤化した形で備蓄する。

(バンデミックワクチン)

・ 細胞培養法等による製造体制が整備されるまでの間、鶏卵によるパンデミッ

クワクチンの製造体制において可能な限りの生産能力の向上を図る。(厚生労

働省)

・ パンデミックワクチンの審査のあり方について検討を行う。(厚生労働省)

・ 全国民分のパンデミックワクチンを円滑に流通できる体制を構築する。(厚生
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未発生期

労働省)

細胞培養法等の新しい製造法が開発され、全国民分のパンデミックワクチン

を国内で速やかに確保することが可能となるまでは、輸入ワクチンの確保の

基本的考え方とそのプロセスについて定めておく。(厚生労働省)

【接種体制の構築】

(プ レパンデミックワクチン)

・ プレバンデミックワクチンの接種の対象となる医療従事者及び社会機能の維

持に関わる者の具体的な範囲や接種順位に係る考え方を平素から整理してお

く。プレバンデミックワクチンの接種が必要な者の数を把握する。(厚生労働

省、関係省庁)

・ 都道府県等や業界団体と協議して、接種の役割分担 (実施主体、費用負担等)、

接種の枠組を策定し、予防接種法における法的位置づけを明確にするなど、

発生時にプレパンデミックワクチンを速やかに接種する体制を構築する。(厚

生労働省、総務省、関係省庁)

(バ ンデミックワクチン)

・ 全国民に対し、速やかにバンデミックワクチンを接種可能な体制を構築する。

(厚生労働省、総務省、関係省庁)

> 新型インフルエンザの病原性が高く、感染力が強い場合、公費で集団的な

接種を行うことを基本として、都道府県等と協議して、接種の役割分担 (実

施主体、費用負担等)、 集団的な接種の実施基準等の接種の枠組を策定し、

予防接種法における法的位置づけを明確にする。

> 接種の実施主体が、医師会、事業者、学校関係者等と協力し、接種に携わ

る医療従事者等や、接種の場所、接種の周知・予約方法等、接種の具体的

な実施方法について策定できるよう、接種体制の具体的なモデルを示すな

ど、技術的な支援を行う。

> 新型インフルエンザ発生後の状況を想定した上で、状況に応じてバンデミ

ックワクチンの接種順位を決定する際の基本的な考え方を策定する。

【情報提供】

・ 新型インフルエンザ対策におけるワクチンの役割や、供給体制・接種体制、

接種対象者や接種順位のあり方といつた基本的な情報について情報提供を行

い、国民の理解促進を図る。(厚生労働省)
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未発生期

【プレパンデミックワクチンの事前機種】

・ プレバンデミックワクチンの有効性・安全性に関する臨床研究等を実施し、

得られた結果の評価等に基づき、発生時に即時に第一線で対応する医療従事

者及び社会機能の維持に関わる者に対し、プレバンデミックワクチンを新型
・  インフルエンザの未発生期の段階で事前接種することについて検討を行う。      _

さらに、安全性等の評価を踏まえ、プレパンデミックワクチンの事前接種を

段階的に拡大していくことについても検討を行う。(厚生労働省)

・ 事前接種の検討結果を踏まえ、事前接種を実施する場合は、接種対象者や接

種の枠組等を整理し、適切に対応する。(厚生労働省)

【事業継続計画の策定促進】
・ 事業者に対し、新型インフルエンザの発生に備え、職場における感染予防策、

重要業務の継続や一部の業務の縮小について計画を策定する等十分な事前の

準備を行うよう要請するとともに、その準備状況を定期的に確認する。特に

社会機能の維持に関わる事業者による事業継続計画の策定を支援する。(関係

省庁)

・ 社会機能の維持に関わる事業者の事業継続を支援する観点から、新型インフ

ルエンザの発生時において弾力的に運用することが必要な法令について、具

体的な対応方針を検討する。(関係省庁)

【物資供給の要請等】

・ 地方公共団体と連携し、発生時における医薬品、食料品等の緊急物資の流通

や運送の確保のため、製造・販売事業者、運送事業者等に対し、緊急物資の

流通や運送等を実施する体制の整備を要請する。(関係省庁)

【社会的弱者への生活支援】

・ 市区町村に対し、地域感染期における高齢者、障害者等の社会的弱者への生

活支援 (見回り、介護、訪間看護、訪間診療、食事提供等)、 搬送、死亡時の

対応等について、対象世帯の把握とともにその具体的手続きを決めておくよ

う要請する。(厚生労働省)

【火葬能力等の把握】
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都道府県に対し、市区町村と連携し、火葬場の火葬能力及び一時的に遺体を

安置できる施設等についての把握・検討を行い、火葬体制を整備しておくよ

う要請する。(厚生労働省)
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海外発生期

・海外で新型インフルエンザが発生した状態。

・国内では新型インフルエンザの患者は発生していない状態。

・海外においては、発生国・地域が限定的な場合、流行が複数の国・地域に

拡大している場合等、様々な状況。

目的 :

1)ウ イルスの国内侵入をできるだけ遅らせ、国内発生の遅延と早期発見に努

める。

2)国内発生に備えて体制の整備を行う。

対策の考え方 :

1)新たに発生したウイルスの病原性や感染力等について十分な情報がない可

能性が高いが、その場合は、病原性・感染力等が高い場合にも対応できるよ

う、強力な措置をとる。

2)対策の判断に役立てるため、国際的な連携の下で、海外での発生状況、ウ

イルスの特徴等に関する積極的な情報収集を行う。

3)国内発生した場合には早期に発見できるよう国内のサーベイランス・情報

収集体制を強化する。

4)海外での発生状況について注意喚起するとともに、国内発生に備え、国内

発生した場合の対策について的確な情報提供を行い、地方公共団体、医療機

関、事業者、国民に準備を促す。

5)検疫等により、国内発生をできるだけ遅らせるよう努め、その間に、医療

機関等への情報提供、検査体制の整備、診療体制の確立、社会機能維持のた

めの準備、プレバンデミックワクチンの製剤化・機種、パンデミックワクチ

ンの製造開始等、国内発生に備えた体制整備を急ぐ。

落外発生期

【政府の体制強化】

・ 海外において新型インフルエンザが発生した疑いがある場合には、内閣危機

管理監が関係省庁と緊急協議を行い、内閣総理大臣に報告するとともに、速

やかに関係省庁対策会議を開催し、情報の集約・共有・分析を行うとともに、

政府の初動対処方針について協議・決定する。(内閣官房、全省庁)

・ WHOが フェーズ4の宣言を行つた場合には、内閣総理大臣及び全ての国務大

臣からなる政府対策本部を設置し、水際対策等の初動の基本的対処方針につ

いて協議・決定する。(内閣官房、全省庁)
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落外発生期

・ WHOがフェニズ4の宣言を行つていない場合であっても、海外において新型

インフルエンザが発生した疑いが強く、政府としての対策を総合的かつ強力

に推進する必要があると判断される場合には、必要に応じ、内閣総理大臣が

主宰し、全ての国務大臣が出席する「新型インフルエンザ対策閣僚会議」を

開催し、水際対策等の初動の基本的対処方針について協議・決定する。(内閣

官房、全省庁)

・ 政府対策本部は、ウイルスの特性、感染拡大の状況等に応じ、専門家の意見

を踏まえ、更なる基本的対処方針を決定する。(内閣官房、全省庁)

【国際間の連携】

・ 国際機関又は発生国からの要請に応じ、未発生期に編成した海外派遣専門家

チームの派遣を検討する。(外務省、厚生労働省、農林水産省)

・ 発生国に対しWHOが行う支援への協力を行う。(厚生労働省、外務省、関係省

庁)

【国際的な連携による情報収集等】

・ 海外での新型インフルエンザの発生状況について、国際機関 (WHO、 OIE等 )

等を通じて必要な情報を収集するとともに、発生国からの情報収集を強化す

る。(厚生労働省、外務省、文部科学省)

> ウイルス株に関する情報

> 疫学情報 (症状、症例定義、致死率等)

> 治療法に関する情報 (抗インフルエンザウイルス薬の有効性等)

・ 国際的な連携強化を含む調査研究を強化する。特にワクチンや抗インフルエ

ンザウイルス薬の開発等に関する連携・協力体制を構築する。(厚生労働省、

文部科学省、関係省庁)

【国内サーベイランスの強化等】

・ 引き続き、インフルエンザに関する通常のサーベイランスを実施する。(厚

生労働省)

・ 国内における新型インフルエンザ患者を早期に発見し、新型インフルエンザ

患者の臨床像等の特徴を把握するため、全ての医師に新型インフルエンザ患
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落外発生期

者の届出を求め、全数把握を開始する。
22(厚生労働省)

・ 感染拡大を早期に探知するため、学校等でのインフルエンザの集団発生の把

握を強化する。(厚生労働省、文部科学省)

【調査研究】
・ 新型インフルエンザウイルス株を入手した段階で、国民の各年齢層等におけ

る抗体の保有状況の調査を行うなど、対策に必要な調査研究と分析を速やか

に行い、その成果を対策に反映させる。(厚生労働省)

【情報提供】

・ 国民に対して、海外での発生状況、現在の対策、国内発生した場合に必要と

なる対策等を、対策の決定プロセス、対策の理由、対策の実施主体を明確に

しながら、テレビ、新聞等のマスメディアの活用を基本としつつ、関係省庁

のホームページ等の複数の媒体・機関を活用し、詳細に分かりやすく、でき

る限リリアルタイムで情報提供し、注意喚起を行う。(関係省庁)

【コールセンターの設置】

・ Q&A等を作成するとともに国のコールセンターを設置する。(厚生労働省)

・ 都道府県・市区町村に対し、Q&A等を配布した上、住民からの一般的な問

い合わせに対応できるコールセンターを設置し、適切な情報提供を行うよう

要請する。(厚生労働省)

・ 国民からコールセンター等に寄せられる問い合わせ、地方公共団体や関係機

関等から寄せられる情報の内容を踏まえて、国民や関係機関がどのような情

報を必要としているかを把握し、再度の情報提供に反映する。(厚生労働省)

【情報共有】

・ 地方公共団体や関係機関等とのインターネット等を活用したリアルタイムか

つ双方向の情報共有を行う。(厚生労働省)

22 
感染症法第 12条
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海外発生期

【国内での感染拡大防止策の準備】

・ 国内における新型インフルエンザ患者の発生に備え、都道府県等に対し、以

下を要請する。(厚生労働省)

> 患者への対応 (治療・入院措置等)や患者の濃厚接触者への対応 (外出

自粛要請、健康観察の実施、有症時の対応指導等)の準備を進めること。

> 検疫所から提供される入国者等に関する情報を有効に活用すること。

【感染症危険情報の発出等】

・ 新型インフルエンザの発生が疑われる場合には、WHOの フェーズ4の宣言前

であつても、感染症危険情報を発出し、不要不急の渡航延期や退避の可能性

の検討を勧告する。(外務省)

。 WHOが フェーズ4を宣言した等、海外での新型インフルエンザの発生が確認

された場合、感染症危険情報を発出し、渡航の延期を勧告するとともに、在

外邦人に対し、今後出国できなくなる可能性や現地で十分な医療を受けられ

なくなる可能性、帰国に際し停留される可能性について情報提供を行う。(外

務省)

・ 検疫所は、関係機関と協力して、海外への渡航者に対し、新型インフルエン

ザの発生状況や個人がとるべき対応に関する情報提供及び注意喚起を行う。

(厚生労働省)

事業者に対し、発生回への出張を避けるよう要請する。また、海外駐在員や

海外出張者がいる事業者に対しては、関係省庁や現地政府からの情報収集を

行いつつ、速やかに帰国させるよう要請する。(関係省庁)

【水際対策】

(発生疑いの場合の対策開始)

・ 新型インフルエンザの発生が疑われる場合には、WHOの フェーズ4の宣言前

であつても、質問票の配布等、検疫の強化により入国時の患者の発見に努め

るなど、水際対策を開始する。(関係省庁)

(検疫の強化)

・ 検疫の強化については、新型インフルエンザウイルスの病原性や感染力、海
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落外発生期

外の状況等、当該時点で得られる情報を勘案して合理的な措置を行う。なお、

追加された情報や状況の変化等により、合理性が認められなくなつた場合に

は、措置を縮小する。(関係省庁)

> 検疫所においては、全入国者に対して航空・船舶会社等の協力を得なが

ら、入国後に発症した場合の留意事項を記載した健康カー ドを配布する。

また、発生国からの入国者に対し、質問票の配布
23及

び診察
24等

を実施し、

有症者の隔離25ゃ感染したおそれのある者の停留
26.健

康監視
27等

を行う。

停留・健康監視等の対象となる者の範囲については、科学的知見を踏ま

え決定する。質問票等により得られた情報は、必要に応じて地方公共団

体に提供する。(厚生労働省)

> 停留を実施する場合には、厚生労働省の要請に基づき関係省庁間で協議

を行い、海外における発生状況、航空機・船舶の運航状況等に応じて、

国内検疫実施場所を指定し、集約化を図ることを検討する。(厚生労働省、

国土交通省)

/旅客機等については成田、羽日、関西、中部及び福岡空港で、貨物専用

機については検疫飛行場での対応を検討する。
/客船については横浜港、神戸港、関門港及び博多港で対応する。
/貨物船については、検疫集約港以外の検疫港においても対応する。ただし、

その積載物等により検疫港に入港することが困難である場合には、感染拡

大のおそれに留意しつつ、別途関係省庁において対応を検討するものとす

る。

> 航空機・船舶の長から、検疫所に対して発熱、咳など、健康状態に何ら

かの異状を呈している者が乗つているとの到着前の通報があつた場合に

は、機内又は船内における有症者対策 (隔離、マスクの着用、有症者ヘ

接触する者の限定等)について、航空・船舶会社を通じ、対応を指示す

る。(厚生労働省)

> 発生国から第二国経由で入国する者に対し、航空・船舶会社等の協力を

得ながら、検疫法 (昭和 26年法律第 201号)に基づく質問票の配付や旅

券の出国証印の確認を実施するなど、発生国での滞在の有無を把握し、

検疫の効果を高める。(厚生労働省、法務省、国土交通省)

> 検疫の強化に伴い、検疫所、地方公共団体その他関係機関の連携を強化

20検疫法第 12条
24検疫法第 13条
25検疲法第 14条第 1項第 1号
26検疲法第 14条第 1項第 2号
27検疫法第 18条第4項、感染症法第 15条の 3
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する。(厚生労働省、関係省庁)

> 検疫の強化に伴い、検疫実施空港・港及びその周辺において必要に応じ

た警戒活動等を行う。(警察庁、海上保安庁)

(外国人の入国制限)

・ 発生国の在外公館において査証発給を行う際、査証審査の厳格化や査証発給

の停止等の査証措置を行う。(外務省)

・ 入国審査や税関において、新型インフルエンザに感染している者又は感染し

ている可能性のある者を発見した場合、直ちに検疫所に通報し指示を仰ぎ、

検疲手続に差し戻す。(法務省、財務省)

(密入国者対策)

・ 発生国からの密入国が予想される場合、取締機関相互の連携を強化するとと

もに、密入国者の中に感染者又は感染の疑いのある者がいるとの情報を入手

し、又は認めたときは、検疫所等との協力を確保しつつ、必要な感染防止策

を講じた上、所要の手続をとる◇(法務省、警察庁、海上保安庁)

・ 発生国から到着する航空機・船舶に対する立入検査、すり抜けの防止対策、

出入国審査場や トランジットエリアのパ トロール等の監視取締りの強化を行

う。(法務省、警察庁、海上保安庁)

・ 感染者の密入国を防止するため、沿岸部及び海上におけるパ トロール等の警

戒活動を強化する。(警察庁、海上保安庁)

(水際対策関係者の感染防止策)

・ 水際対策関係者について、プレバンデミックワクチンの接種のほか、個人防

護具の着用、患者からウイルスの曝露を受けた場合の抗インフルエンザウイ

ルス薬の予防投与等の感染防止策を講じる。(関係省庁〉

(航空機等の運航自粛要請)

・ 発生国における地域封じ込め、WHOに よる発生国又はその地域への運航自粛

勧告がなされた場合等、新型インフルエンザの国内への侵入を防止するため

必要と考えられる場合には、厚生労働省の要請に基づき関係省庁間で協議を

行い、国際的な整合性等に配慮しつつ、航空会社や船舶会社に対し、発生地

域から来航又は発航する航空機・旅客船の運航自粛等を要請する。(国土交通
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省、厚生労働省、外務省)

【在外邦人支援】

・ 発生国に滞在・留学する邦人に対し、直接または国内の各学校等を通じ、感

染予防のための注意喚起を行うとともに、発生国において感染が疑われた場

合の対応等について周知する。(外務省、文部科学省、関係省庁)

・ 帰国を希望する在外邦人については、可能な限り定期航空便等の運航が行わ

れている間の1弔国が図られるよう、関係各国とも連携の上、定期便の運行情

報の提供や、増便が必要な場合の航空会社への依頼等必要な支援を行う。(外

務省、国土交通省)

・ 定期航空便等の運行停止後、在外邦人について、発生国の状況を踏まえ、帰

国に際しては検疫が強化されていることに留意しつつ、直ちに代替的帰国手

段の検討を行い、対処方針を決定する。(外務省、厚生労働省、国土交通省、

防衛省、海上保安庁)

・ 感染した又は感染したおそれがある在外邦人に対しては、必要に応じ、在外

公館備蓄分の抗インフルエンザウイルス薬の授与等を検討する。(外務省、関

係省庁)

【新型インフルエンザの症例定義】

・ 新型インフルエンザの症例定義を明確にし、随時修正を行い、関係機関に周

知する。(厚生労働省)

【医療体制の整備】

・ 都道府県等に対し、以下を要請する。(厚生労働省)

> 発生国からの帰国者であつて、発熱・呼吸器症状等を有する者について、

新型インフルエンザに罹患する危険性がそれ以外の患者と大きく異なる

と考えられる間は、帰国者・接触者外来において診断を行う。そのため、

帰国者・接触者外来を整備する。

> 帰国者・接触者外来以外の医療機関を新型インフルエンザの患者が受診

する可能性もあるため、地域医師会等の協力を得て、院内感染対策を講

じた上で、診療体制を整備する。

> 帰国者・接触者外来を有する医療機関やその他の医療機関に対し、症例
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定義を踏まえ新型インフルエンザの患者又は疑い患者と判断された場合

には、直ちに保健所に連絡するよう要請する。

> 新型インフルエンザの感染が疑われる患者から採取した検体を地方衛生

研究所へ送付し、亜型の検査を行い、確定診断を行う。

【帰国者・接触者相談センターの設置】

・ 都道府県等に対して、以下を要請する。(厚生労働省)

> 帰国者・接触者相談センターを設置する。

> 発生国からの帰国者であって、発熱・呼吸器症状等を有する者は、帰国

者・接触者相談センター等を通じて、帰国者・接触者外来を受診するよ

う周知する。

【医療機関等への情報提供】
。 新型インフルエンザの診断・治療に資する情報等を、医療機関及び医療従事

者に迅速に提供する。(厚生労働省)

【検査体制の整備】

・ ウイルス株の情報に基づき、国立感染症研究所において、新型インフルエン

ザに対するPCR検査体制を確立する。(厚生労働省)

・ 都道府県等に対し、地方衛生研究所において新型インフルエンザに対するPCR

検査を実施するための技術的支援を行い、検査体制を速やかに整備するよう

要請する。(厚生労働省)

・ 新型インフルエンザ迅速診断キットの実用化を図る。(厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄・使用等】

・ 国及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備蓄量の把握を行う。

(厚生労働省)

・ 都道府県等や医療機関に対し、必要な場合には、備蓄した抗インフルエンザ

ウイルス薬を活用して、患者の同居者、医療従事者又は救急隊員等搬送従事

者等には、必要に応じて、抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を行うよ

う要請する。 (厚生労働省)

・ 引き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通を指導する。(厚生労働

省)
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【ワクチンの確保・供給体制】

(プ レバンデミックワクチン)

。 新型インフルエンザ発生後、国家備蓄しているプレパンデミックワクチンの

うち、発生したウイルスに対して有効性が期待できるものについて、直ちに

原液の製剤化を行うよう、ワクチン製造会社に要請する。(厚生労働省)

(バ ンデミックワクチン)

・ 新型インフルエンザウイルス株の特定後、国立感染症研究所に対して、直ち

にワクチン製造株の開発、作製を行うよう指示する。(厚生労働省)

・ ワクチンの製造株及び鶏卵等の確保ができ次第、バンデミックワクチンの生

産を開始するよう、ワクチン製造会社に要請する。通常のインフルエンザワ

クチンの生産時期に当たる場合には、製造ラインを直ちに中断して新型イン

フルエンザワクチンの製造に切り替える等、生産能力を可能な限り最大限に

活用するよう、ワクチン製造会社に要請する。(厚生労働省)

・ 新型インフルエンザウイルスの遺伝子構造の変異等に伴い、新しい分離ウイ

ルス株の入手状況に応じてワクチン製造用候補株の見直しを逐次検討し、そ

の結果をワクチン製造会社に指示する。(厚生労働省)

・ パンデミックワクチンの承認について、プロトタィプワクチン、プレパンデ

ミックワクチンに関するデータを活用して、短期間に適切に審査・承認を行

う。(厚生労働省)

国内でのワクチン確保を原則とするが、国際的な状況にも配慮しながら、必

要に応じて、輸入ワクチンを確保する。確保されたワクチンについては、円

滑に接種の実施主体に供給されるよう調整する。(厚生労働省)

【接種体制】

(プ レバンデミックワクチン)

・ 直ちにプレバンデミックワクチンの接種及びその法的位置づけ等を決定し、

医療従事者及び社会機能の維持に関わる者を対象に、集団的な接種を行うこ

とを基本として、本人の同意を得て接種を行う。(厚生労働省)

・ 発生した新型インフルエンザに関する情報、予め整理された接種の範囲・順
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位に係る考え方を踏まえ、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者の具体

的な範囲及び接種順位を決定する。(厚生労働省、関係省庁)

(パンデミックワクチン)

・ ウイルスの特徴を踏まえ、接種の法的位置づけ等について決定する。(厚生労

働省 )

・ 全国民が速やかに接種できるよう、新型インフルエンザの病原性が高く、感

染力が強い場合、公費で集団的な接種を行うことを基本として、事前に定め

た接種体制に基づき、接種の実施主体に具体的な接種体制の準備を進めるよ

う要請する。(厚生労働省)

・ プレバンデミックワクチンの有効性が認められない場合、まずバンデミック

ワクチンを、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者を対象に、本人の同

意を得て先行的に接種する。(厚生労働省、関係省庁)

・ 医療従事者及び社会機能の維持に関わる者以外の者への接種順位について、

予め整理された接種の範囲・順位に係る考え方、重症化しやすい者等、発生

した新型インフルエンザに関する情報を踏まえ、医療従事者及び社会機能の

維持に関わる者以外の優先接種対象者、接種順位を決定する。(厚生労働省)

・ バンデミックワクチンが全国民分製造されるまで一定の期間を要するが、供

給が可能になり次第、関係者の協力を得て、接種を開始するとともに、接種

に関する情報提供を開始するよう都道府県・市町村に対し求める。(厚生労働

省)

【情報提供】
。 ワクチンの種類、有効性 。安全性、接種対象者や接種順位、接種体制といつ

た具体的な情報について積極的に情報提供を行う。(厚生労働省)

【モニタリング】

・ プレバンデミックワクチン及びパンデミックワクチンの接種開始に伴い、接

種実施モニタリングを行うとともに、科学的な根拠に基づいた有効性の評価、

ワクチン以外の原因による有害な事象を含む副反応情報の収集・分析及び評

価を行う。(厚生労働省)
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・ ワクチン接種が終了した段階で、モニタリングに関する総合評価を行う。(厚

生労働省)

【事業者の対応】
・ 事業者に対し、発生状況等に関する情報収集に努め、職場における感染予防

策及び事業継続に不可欠な重要業務の重点化の準備を行うよう、要請する。

(関係省庁)

・ 社会機能の維持に関わる事業者に対し、事業継続に向けた準備を行うよう、

要請する。その際、当該事業継続のための法令の弾力運用について、必要に

応じ、周知を行う。また、その他必要な対応策を速やかに検討し、措置を講

じる。(関係省庁)

【遺体の火葬・安置】
・ 都道府県を通じ、市区町村に対し、火葬場の火葬能力の限界を超える事態が

起こつた場合に備え、一時的に遺体を安置できる施設等の確保ができるよう

準備を行うことを要請する。(厚生労働省)
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国内発生早期
。国内のいずれかの都道府県で新型インフルエンザの患者が発生している

が、全ての患者の接触歴を疫学調査で追うことができる状態。
・国内でも、地域によって状況が異なる可能性がある。

(地域未発生期)

各都道府県で新型インフルエンザの患者が発生していない状態。

(地域発生早期 )

各都道府県で新型インフルエンザの患者が発生しているが、全ての患者の

接触歴を疫学調査で追うことができる状態。

国内発生早期

1)国 内での感染拡大をできる限 り抑える。

2)患者に適切な医療を提供する。

3)感染拡大に備えた体制の整備を行う。

対策の考え方 :

¬)積極的な感染拡大防止策 (患者の入院勧告、地域全体での学校・保育施設

等の臨時休業・集会の自粛等)を とることで、流行のピークを遅延させられ

る可能性があるため、果断な対応を行う。

2)医療体制や積極的な感染拡大防止策について周知し、個人一人ひとりがと

るべき行動について十分な理解を得るため、国民への積極的な情報提供を行

う。

3)国内での患者数が少なく、症状や治療に関する臨床情報が限られている可

能性が高いため、海外での情報収集に加えて、国内での情報をできるだけ集

約し、医療機関等に提供する。

4)新型インフルエンザの患者以外にも、発熱・呼吸器症状等を有する多数の

者が医療機関を受診することが予想されるため、増大する医療需要への対応

を行うとともに、医療機関での院内感染対策を実施する。

5)国内感染期への移行に備えて、医療提供体制の確保、社会機能の維持のた

めの準備等、感染拡大に備えた体制の整備を急ぐ。

6)パンデミックワクチンの接種を早期に開始できるよう準備を急ぎ、バンデ

ミックワクチンが利用可能な場合はできるだけ速やかに、かつ多くの国民に

接種する。
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【基本的対処方針の決定】

・ 政府対策本部は、専門家の意見を踏まえ、国内発生早期に入つたことを宣言

するとともに、対策の基本的対処方針を決定する。(内閣官房、全省庁)

【国際間の連携】

・ 国内発生情報について、国際保健規則 (IHR)に基づき、WHOへ通報する。(厚

生労働省)

・ WHO、 01E等のリフアレンスラボラトリー等とウイルス株の同定・解析に関し

て協力を行い、症例定義の決定や情報共有等を行う。(厚生労働省、外務省、

文部科学省、農林水産省)

・ ワクチンや抗インフルェンザウイルス薬の開発等に関する連携、協力を行う。

(厚生労働省、関係省庁)

【国際的な情報収集】

・ 海外での新型インフルエンザの発生状況、抗インフルエンザウイルス薬やワ

クチンの有効性・安全性等について、国際機関・諸外国等を通じて必要な情

報を収集する。(厚生労働省、外務省)

【サーベイランス】

・ 海外発生期に引き続き、新型インフルエンザ患者及び入院患者の全数把握、

学校等でのインフルエンザの集団発生の把握の強化を実施する:(厚生労働省、

文部科学省)

・ 医療機関等に対して症状や治療等に関する有用な情報を迅速に提供する等の

ため、新型インフルエンザ患者の臨床情報を収集する。(厚生労働省)

・ 国内の発生状況をリアルタイムで把握し、都道府県等に対して、発生状況を

迅速に情報提供し、必要な対策を実施するよう要請する。(厚生労働省)

【調査研究】

・ 発生した国内患者について、早期には、積極的疫学調査チニムを派遣し、地
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方公共団体と連携して、調査を実施し、感染経路や感染力、潜伏期等の情報

を収集・分析する。(厚生労働省)

・ 新型インフルエンザ迅速診断キットの有効性や治療の効果等に関する調査研

究と分析を速やかに行い、その成果を対策に反映させる。(厚生労働省)

【情報提供】
。国民に対して利用可能なあらゆる媒体・機関を活用し、国内外の発生状況と

具体的な対策等を対策の決定プロセス、対策の理由、対策の実施主体とともに

詳細に分かりやすく、できる限リリアルタイムで情報提供する。(関係省庁)

。特に、個人一人ひとりがとるべき行動を理解しやすいよう、新型インフルエ

ンザには誰もが感染する可能性があることを伝え、個人レベルでの感染予防

策や、感染が疑われ、また患者となつた場合の対応 (受診の方法等)を周知

する。また、学校 "保育施設等の臨時休業や集会の自粛等の国内での感染拡

大防止策についての情報を適切に提供する。(厚生労働省)

。 国民からコールセンター等に寄せられる問い合わせ、地方公共団体や関係機

関等から寄せられる情報の内容も踏まえて、国民や関係機関がどのような情

報を必要としているかを把握し、必要に応じ、地域における住民の不安等に

応じるための情報提供を行うとともに、再度の情報提供に反映する。(厚生労

働省)

【情報共有】

・ 地方公共団体や関係機関等とのインターネット等を活用したリアルタイムか

つ双方向の情報共有を強化し、対策の方針の迅速な伝達と、対策の現場の状

況把握を行う。(厚生労働省)

【コールセンターの充実・強化】

・ 国のコールセンターを充実・強化する。(厚生労働省)

・ 都道府県・市区町村に対し、状況の変化に応じたQ&Aの改定版を配布する

ほか、コールセンターの充実・強化を要請する。(厚生労働省)
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国内発生早期

【国内での感染拡大防止策】

・ 都道府県等に対し、地域発生早期となつた場合には、患者への対応 (治療 。

入院措置等)や患者の濃厚接触者への対応 (外出自粛要請、健康観察等)な
どの措置を行うよう要請する。(厚生労働省)

・ 都道府県等や医療機関等に対し、患者の同居者等の濃厚接触者及び医療従事

者又は救急隊員等であつて十分な防御なく曝露した者には、抗インフルエン

ザウイルス薬の予防投与を行うよう要請する。(厚生労働省)

・ 都道府県等や関係機関に対し、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有する者が

集まる施設や、多数の者が居住する施設等における感染予防策を強化するよ

う要請する。(厚生労働省)

・ 地域発生早期においては、地域全体で積極的な感染拡大防止策をとることが

重要であり、都道府県等に対し、学校・保育施設等の臨時休業や集会の自粛

要請等の感染拡大防止策の実施に資する目安を示すとともに、必要な場合に

は、都道府県等又は業界団体等に対し、発生地域の住民や関係者に対して次

の要請を行うよう依頼し、又は直接要請を行う。

> 学校・保育施設等の設置者に対し、臨時休業及び入学試験の延期等を行

うよう要請する。(厚生労働省、文部科学省)

> 集会主催者、興行施設等の運営者に対し、活動を自粛するよう要請する。

(厚生労働省)

> 住民、事業所、福祉施設等に対し、手洗い・うがい・マスクの着用・咳

エチケット等を強く勧奨する。また、事業所に対し、新型インフルエン

ザ様症状の認められた従業員の出勤停止・受診の勧奨を要請する。(厚生

労働省)

> 事業者に対し、職場における感染予防策の徹底及び事業継続に不可欠な

重要業務以外の業務の縮小を要請する。(関係省庁)

> 公共交通機関等に対し、利用者へのマスク着用の励行の呼びかけなど適

切な感染予防策を講ずるよう要請する。(厚生労働省、国土交通省)

> 必要に応じ、住民に対し、可能な限り外出を控えるよう要請する。(厚生

労働省)

・ 人口密度が低く、交通量が少なく、自然障壁等により交通遮断が比較的容易

な離島や山間地域などにおいて強い病原性を示す新型インフルエンザが我が
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国内発生早期

国で初めて発生し、地域封じ込めに効果あると考えられるなど、一定の条件

を満たす場合には、直ちに地域封じ込め実施の可否について検討を行い、結

論を得る。(内閣官房、関係省庁)

【水際対策】

・ 渡航者・入国者等への情報提供・注意喚起を継続する。(外務省、厚生労働省)

・ 在外邦人支援を継続する。(外務省、関係省庁)

・ 感染したおそれのある者に対しては、不要不急の出国を自粛するよう勧告す

る。また、発熱症状等が見られる者がチェックインしようとした場合には拒

否を行うよう、航空会社等に要請する。(厚生労働省、国土交通省)

・ 検疫の強化については、新型インフルエンザウイルスの病原性や感染力、海

外の状況、国内の状況等を踏まえ、合理性が認められなくなつた場合には、

措置を縮小する。(関係省庁)

【医療体制の整備】
。都道府県等に対し、発生国からの帰国者や国内患者の濃厚接触者であって発

熱・呼吸器症状等を有する者に係る、帰国者・接触者外来における診療体制

や、帰国者・接触者相談センターにおける相談体制を、海外発生期に引き続

き継続すること、必要が生じた際には、帰国者・接触者外来を指定しての診

療体制から一般の医療機関でも診療する体制に移行することを要請する。(厚

生労働省)

【患者への対応等】

・ 都道府県等に対し、次の点を要請する。(厚生労働省)

>新型インフルエンザと診断された者に対しては原則として、感染症法に基

づき感染症指定医療機関等に移送し、入院勧告を行う。

>都道府県等は必要と判断した場合に、地方衛生研究所において、新型イン

フルエンザの PCR検査を行う。全ての新型インフルエンザ患者の PCR検査

による確定診断は、地域における患者数が極めて少ない段階で実施するも

のであり、患者数が増加した段階では、PCR検査は重症者等に限定して行

う。

>医療機関の協力を得て、新型インフルエンザ患者の同居者等の濃厚接触者
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国内発生早期

及び医療従事者又は救急隊員等であつて十分な防御なく曝露した者には、

抗インフルエンザウイルス薬の予防投与及び有症時の対応を指導する。な

お、症状が現れた場合には、感染症指定医療機関等に移送する。

【医療機関等への情報提供】

・ 引き続き、新型インフルエンザの診断 `治療に資する情報等を医療機関及び

医療従事者に迅速に提供する。 (厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬】

・ 国内感染期に備え、引き続き、都道府県等や医療機関に対し、抗インフルエ

ンザウイルス薬を適切に使用するよう要請するとともに、患者の同居者等の

濃厚接触者や、医療従事者又は救急隊員等搬送従事者等には、必要に応じて、

抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を行うよう要請する。 (厚生労働省)

・ 引き続き、抗インフルエンザウイルス薬の適正な流通を指導する。(厚生労働

省)

【医療機関・薬局における警戒活動】

・ 医療機関・薬局及びその周辺において、混乱による不測の事態の防止を図る

ため、必要に応じた警戒活動等を行う。(警察庁)

・ 海外発生期の記載を参照。

【事業者の対応等】

・ 全国の事業者に対し、職場における感染予防策や事業継続に不可欠な重要業

務への重点化に向けた取組を開始するよう要請する。(関係省庁)

・ 社会機能の維持に関わる事業者に対し、事業継続に向けた取組を要請する。

その際、当該事業継続のための法令の弾力運用について、必要に応じ、周知

を行う。また、その他必要な対応策を速やかに検討する。(関係省庁)

【物資供給の要請等】
。新型インフルエンザのまん延に伴い、生活関連物資等の価格が高騰しないよ

う、また、買占め・売惜しみが生じないよう、調査・監視するとともに、必

要に応じ、関係団体等への指導、国民の相談窓口の設置等を行う。(消費者庁、
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関係省庁)

【犯罪の予防・取締り】

・ 混乱に乗じて発生が予想される各種犯罪を防止するため、犯罪情報の集約に

努め、広報啓発活動を推進するとともに、悪質な事犯に対する取締りを徹底す

る。(警察庁)
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。国内のいずれかの都道府県で新型インフルエンザの患者の接触歴が疫学調

査で追えなくなった状態。

・感染拡大からまん延、患者の減少に至る時期を含む。

・国内でも、地域によつて状況が異なる可能性がある。

(地域未発生期)

各都道府県で新型インフルエンザの患者が発生していない状態。

(地域発生早期)

各都道府県で新型インフルエンザの患者が発生しているが、全ての患者の接触歴

を疫学調査で追うことができる状態。

(地域感染期 )

各都道府県で新型インフルエンザの患者の接触歴が疫学調査で追うことができな

くなつた状態 (感染拡大からまん延、患者の減少に至る時期を含む。)。

目的 :

¬)医療提供体制 を維持する。

2)健康被害を最小限に抑える。

3)社会・経済機能への影響を最小限に抑える。

対策の考え方 :

1)感染拡大を止めることは困難であり、対策の主眼を、早期の積極的な感染

拡大防止策から被害軽減に切り替える。ただし、学校・保育施設等の臨時休

業や集会の自粛といつた一部の感染拡大防止策を継続し、感染拡大をなるベ

く抑えるよう努める。

2)地域ごとに発生の状況は異なり、実施すべき対策が異なることから、都道

府県ごとに実施すべき対策の判断を行う。

3)状況に応じた医療体制や感染拡大防止策、ワクチン接種、社会 。経済活動

の状況等について周知し、個人一人ひとりがとるべき行動について分かりや

すく説明するため、積極的な情報提供を行う。

4)流行のピーク時の人院患者や重症者の数をなるべく少なくして医療体制ヘ

の負荷を軽減する。

5)医療提供体制の維持に全力を尽くし、必要な患者が適切な医療を受けられ

るようにし健康被害を最小限にとどめる。

6)欠勤者の増大が予測されるが、最低限の国民生活を維持するため必要なラ

イフライン等の事業活動を継続する。また、その他の社会・経済活動をでき

る限り継続する。
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7)受診患者数を減少させ、入院患者数や重症者数を抑え、医療提供体制への

負荷を軽減するため、パンデミックワクチンの接種を早期に開始できるよう

準備を急ぎ、パンデミックワクチンが利用可能な場合は、できるだけ速やか

にできるだけ多くの国民に接種する。

8)状況の進展に応じて、必要性の低下した対策の縮小・中止を図る。

。 政府対策本部は、専門家の意見を踏まえ、国全体として国内感染期に入つた

ことを宣言するとともに、対策の基本的対処方針を決定する。(内閣官房、全

省庁)

【国際的な情報収集】

・ 海外での新型インフルエンザ等の発生状況、各国の対応について、引き続き

国際機関・諸外国等を通じて必要な情報を収集する。(厚生労働省、外務省)

【サーベイランス】

・ 全国での患者数が数百人程度に増加した段階では、新型インフルエンザ患者

及び入院患者の全数把握については、都道府県ごとの対応とする。また、学

校等における集団発生の把握の強化については通常のサーベイランスに戻

す。(厚生労働省、文部科学省)

(地域未発生期、地域発生早期の都道府県における対応)

>引き続き、新型インフルエンザ患者及び入院患者の全数把握を実施する。

(厚生労働省)

(地域感染期の都道府県における対応)

>新型インフルエンザ患者及び入院患者の全数把握は中止し、インフルエン

ザに関する通常のサーベイランスを継続する。(厚生労働省)

・ 引き続き、国内の発生状況をリアルタイムで把握し、都道府県等に対して、

発生状況を迅速に情報提供し、必要な対策を実施するよう要請する。 (厚生

労働省)

【調査研究】

・ 引き続き、感染経路や感染力、潜伏期等の情報を収集・分析するほか、新型

インフルエンザ迅速診断キットの有効性や、特に重症者の症状・治療法と転
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帰等、対策に必要な調査研究と分析を速やかに行い、その成果を対策に反映

させる。(厚生労働省)

【情報提供】

・ 引き続き、国民に対し、利用可能なあらゆる媒体・機関を活用し、国内外の

発生状況と具体的な対策等を、対策の決定プロセス、対策の理由、対策の実

施主体とともに詳細に分かりやすく、できる限リリアルタイムで情報提供す

る。(関係省庁)

・ 引き続き、特に、個人一人ひとりがとるべき行動を理解しやすいよう、都道

府県の流行状況に応じた医療体制を周知し、学校・保育施設等の臨時休業や

集会の自粛等の国内での感染拡大防止策についての情報を適切に提供する。

また、社会 。経済活動の状況についても、情報提供する。(厚生労働省)

・ 引き続き、国民からコールセンター等に寄せられる問い合わせや地方公共団

体や関係機関等から寄せられる情報の内容も踏まえて、国民や関係機関がど

のような情報を必要としているかを把握し、情報提供に反映する。(厚生労働

省)

【情報共有】

・ 地方公共団体や関係機関等との、インターネット等を活用したリアルタイム

かつ双方向の情報共有を継続し、対策の方針を伝達するとともに、都道府県

単位での流行や対策の状況を的確に把握する。(厚生労働省)

【コールセンターの継続】

・ 国のコールセンターを継続する。(厚生労働省)

・ 都道府県・市区町村に対し、状況の変化に応じたQ&Aの改定版を配布し、

コールセンターの継続を要請する。(厚生労働省)

【国内での感染拡大防止策】

・ 都道府県等に対し、学校・保育施設等の臨時休業や集会の自粛要請等の感染

拡大防止策の実施に資する目安を示すとともに、必要な場合には、都道府県

等又は業界団体等に対し、住民や関係者に対して次の要請を行うよう依頼し、
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又は直接要請を行う。特に、地域感染期のうち、流行が小規模な段階におい

ては、一定期間、地域全体で積極的な感染拡大防止策をとるよう要請する。

> 学校・保育施設等の設置者に対し、臨時休業及び入学試験の延期等を行

うよう要請する。(文部科学省、厚生労働省)

> 集会主催者、興行施設等の運営者に対し、活動を自粛するよう要請する。

(厚生労働省)

> 住民、事業所、福祉施設等に対し、手洗い。うがいマスク着用・咳エチ

ケット等を強く勧奨する。また、事業所に対し、新型インフルエンザ様

症状の認められた従業員の出勤停止・受診の勧奨を要請する。(厚生労

働省)

> 事業者に対し、職場における感染予防策を徹底するよう要請する。(関

係省庁)

> 公共交通機関等に対し、利用者へのマスク着用の励行の呼びかけなど適

切な感染予防策を講ずるよう要請する。(国 土交通省、厚生労働省)

> 住民に対し、可能な限り外出を控えるよう要請する。(厚生労働省)

都道府県等や関係機関に対し、病院、高齢者施設等の基礎疾患を有する者が

集まる施設や多数の者が居住する施設等における感染予防策を強化するよう

引き続き要請する。(厚生労働省、関係省庁)

都道府県等や医療機関に対し、地域感染期となつた場合は、患者との濃厚接

触者 (同居者を除く。)への抗インフルエンザウイルス薬の予防投与を原則と

して見合わせるよう要請するとともに、患者の同居者に対する予防投与につ

いては、その効果を評価した上で継続の有無を決定する。 (厚生労働省)

都道府県等に対し、地域感染期となつた場合は、患者の濃厚接触者を特定し

ての措置 (外出自粛要請、健康観察等)は中止するよう要請する。(厚生労働

省 )

【水際対策】

・ 検疫の強化については、新型インフルエンザウイルスの病原性や感染力、海

外の状況、国内の状況等を踏まえ、合理性が認められなくなつた場合には、

措置を縮小する。また、在外邦人支援を継続する。(関係省庁)

【患者への対応等】
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・ 都道府県等に対し、以下を要請する。(厚生労働省)

(地域未発生期、地域発生早期の都道府県における対応)

> 引き続き、1帯国者・接触者外来における診療、患者の入院措置等を実施す

る。

> 必要が生じた際には、感染症法に基づく入院措置を中止し二帰国者・接触

者外来を指定しての診療体制から一般の医療機関でも診療する体制とする。

(地域感染期の都道府県における対応)

> 帰国者・接触者外来、帰国者・接触者相談センター及び感染症法に基づく

患者の入院措置を中止し、新型インフルエンザの患者の診療を行わないこ

ととしている医療機関等を除き、原則として一般の医療機関において新型

インフルエンザの患者の診療を行う。

入院治療は重症患者を対象とし、それ以外の患者に対しては在宅での療養

を要請するよう、関係機関に周知する。

入院患者数と病床利用率の状況を確認し、病床の不足が予測される場合に

は、患者治療のために公共施設等の利用を検討する。公共施設等を利用し

た場合は、流行がピークを越えた後、その状況に応じて、患者を医療機関

に移送する等により順次閉鎖する。

在宅で療養する患者に対し、医師が電話による診療により新型インフルエ

ンザヘの感染の有無について診断ができた場合、医師がファクシミリ等に

より抗インフルエンザウイルス薬等の処方箋を発行することについて検討

を行い、対応方針を周知する。

医療機関における人的被害及び医療資器材・医薬品の在庫状況を確認し、

新型インフルエンザやその他の疾患に係る診療が継続されるように調整す

る。

【医療機関等への情報提供】

・ 引き続き、新型インフルエンザの診断・治療に資する情報等を医療機関及び

医療従事者に迅速に提供する。(厚生労働省)

【抗インフルエンザウイルス薬の備蓄・使用】
。国及び都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備畜量の把握を行う。

また、各都道府県の抗インフルエンザウイルス薬の流通状況を調査し、患者

の発生状況を踏まえ、抗インフルエンザウイルス薬が必要な地域に供給され

ているかどうかを確認し、都道府県の要請等に応じ、国備蓄分を配分する等
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の調整を行う。(厚生労働省)

【在宅患者への支援】
。都道府県及び市区町村に対し、関係団体の協力を得ながら、在宅で療養する

新型インフルエンザ患者への支援 (見回り、訪問看護、訪間診療、食事の提

供、医療機関への移送)や自宅で死亡した患者への対応を行うよう、要請す

る。(厚生労働省)

【医療機関・薬局における警戒活動】

・ 引き続き、医療機関・薬局及びその周辺において、混乱による不測の事態の

防止を図るため、必要に応じた警戒活動等を行う。(警察庁)

海外発生期の記載を参照。

【業務の重点化・継続等】

・ 全国の事業者に対し、職場における感染予防策を講じ、事業継続に不可欠な

重要業務への重点化を図るよう要請する。(関係省庁)

。社会機能の維持に関わる事業者に対し、事業の継続を要請する。その際、当

該事業継続のための法令の弾力運用について、必要に応じ、周知を行う。(関

係省庁)

・ 各事業者における事業継続の状況や新型インフルエンザによる被害状況等を

確認し、必要な対応策を速やかに検討する。(関係省庁)

【事業者への支援】
。新型インフルエンザがまん延し、中小企業等の事業者の経営の安定に必要だ

と考えられる場合に、政府関係金融機関等に対し、特別な融資を実施するな

ど実情に応じ適切な措置を講ずるよう要請する。(経済産業省、農林水産省、

財務省、厚生労働省)

【物資供給の要請等】

・ 新型インフルエンザヘの対応として必要な場合には、地方公共団体と連携し、

製造・販売事業者等に対して緊急物資をはじめとした医薬品、食料品等の必
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要な物資について円滑な流通が行われるよう要請する。(関係省庁)

新型インフルエンザヘの対応として必要な場合には、地方公共団体と連携し、

運送事業者等に対して、医薬品、食料品等の緊急物資の運送等を要請する。(国

土交通省、関係省庁)

新型インフルエンザの流行に伴い、生活関連物資等の価格が高騰しないよう、

また、買占め・売惜しみが生じないよう、調査・監視するとともに、必要に

応じ、関係団体等への指導、国民の相談窓口の設置等を行う。(消費者庁、関

係省庁)

【社会的弱者への支援】

・ 市区町村に対し、在宅の高齢者、障害者等の社会的弱者への支援 (見回り、

介護、訪問看護、訪間診療、食事提供等)、 搬送、死亡時の対応等を行うよう

要請する。(厚生労働省)

【遺体の火葬・安置】

・ 都道府県に対し、火葬場の経営者に可能な限り火葬炉を稼働させるよう、要

請する。(厚生労働省)

・ 都道府県を通じ、市区町村に対し、死亡者が増加し、火葬能力の限界を超え

ることが明らかになつた場合には、一時的に遺体を安置する施設等を直ちに

確保するよう要請する。(厚生労働省)

【犯罪の予防・取締り】

・ 引き続き、混乱に乗じて発生が予想される各種犯罪を防止するため、犯罪情

報の集約に努め、広報啓発活動を推進するとともに、悪質な事犯に対する取

締りを徹底する。 (警察庁)
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小康期

・新型インフルエンザの患者の発生が減少し、低い水準でとどまつている状

態。

・大流行はいつたん終息している状況。

I卜議

1)社会・経済機能の回復を図り、流行の第二波に備える。

対策の考え方 :

1)第二波の流行に備えるため、第一波に関する対策の評価を行うとともに、

資器材、医薬品の調達等、第一波による医療提供体制及び社会・経済活動ヘ

の影響から早急に回復を図る。

2)第一波の終息及び第二波発生の可能性やそれに備える必要性について国民

に情報提供する。

3)情報収集の継続により、第二波の発生の早期探知に努める。

4)第二波の流行による影響を軽減するため、未接種者を対象にバンデミック

ワクチンの接種を進める。

・ 政府対策本部は、専門家の意見を踏まえ、小康期に入つたことを宣言する。(内

閣官房、全省庁)

。 これまでの各段階における対策に関する評価を行い、必要に応じ、行動計画、

ガイ ドライン、指針・勧告等の見直しを行う。(厚生労働省、関係省庁)

【国際的な情報収集】

・ 海外での新型インフルエンザの発生状況、各国の対応について、国際機関・

諸外国等を通じて必要な情報を収集する。(厚生労働省、外務省)

【サーベイランス】

・ インフルエンザに関する通常のサーベイランスを継続する。(厚生労働省)

。再流行を早期に探知するため、学校等でのインフルエンザの集団発生の把握

を強化する。(厚生労働省、文部科学省)

【情報提供】
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・ 卜 臨

・ 引き続き、国民に対し、利用可能なあらゆる媒体・機関を活用し、第一波の

終息と第二波発生の可能性やそれに備える必要性を情報提供する。(関係省

庁)

。 国民からコールセンター等に寄せられた問い合わせ、地方公共団体や関係機

関等から寄せられた情報等をとりまとめ情報提供のあり方を評価し、見直し

を行う。(関係省庁)

【情報共有】
・ 地方公共団体や関係機関等とのインターネット等を活用したリアルタイムか

つ双方向の情報共有の体制を維持し、第二波に備えた体制の再整備に関する

対策の方針を伝達し、現場での状況を把握する。(厚生労働省)

【コールセンタTの縮小】
・ 状況を見ながら、国のコールセンターを縮小するとともに、都道府県・市区

町村に対しコールセンターの縮小を要請する。(厚生労働省)

【国内での感染拡大防止策】

・ 各地域の流行状況を踏まえつつ、都道府県等に対し、学校・保育施設等の臨

時休業や集会の自粛等の解除の目安を示す。(厚生労働省、関係省庁)

【水際対策】

・ 海外での発生状況を踏まえつつ、渡航者等への情報提供・注意喚起の内容を

順次見直す。(外務省、厚生労働省)

【医療体制】

・ 都道府県等に対し、以下を要請する。(厚生労働省)

> 新型インフルエンザ発生前の通常の医療体制に戻す。

> 不足している医療資器材や医薬品の確保を行う。

【抗インフルエンザウイルス薬】
。 国内外で得られた新型インフルエンザについての知見を整理し、適正な抗イ

ンフルエンザウイルス薬の使用を含めた治療指針を作成し、都道府県及び医

療機関に周知する。(厚生労働省)
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=卜霞 期

・ 流行の第二波に備え、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を行う。(厚生労働

省)

・ 海外発生期の記載を参照。

【業務の再開】

・ 全国の事業者に対し、各地域の感染動向を踏まえつつ、事業継続に不可欠な

重要業務への重点化のために縮小・中止してぃた業務を再開しても差し支え

ない旨周知する。(厚生労働省、関係省庁)

・ 社会機能の維持に関わる事業者に対し、これまでの被害状況等の確認を要請

するとともに、流行の第二波に備え、事業を継続していくことができるよう、

必要な支援を行う。(関係省庁)

【事業者への支援】

・ 新型インフルエンザがまん延し、中小企業等の事業者の経営の安定に必要と

考えられる場合に、政府系金融機関等に対し、特別な融資を実施するなど実

情に応じ適切な措置を講じるよう要請する。(経済産業省、農林水産省、財務

省、厚生労働省)
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別添

国内で鳥インフルエンザが人に感染した場合の対策

【政府の体制強化】

・ 速やかに関係省庁対策会議を開催し、情報の集約・共有・分析を行うととも

に、人への感染拡大防止対策に関する措置について協議・決定する。(内閣官

房、関係省庁)

【国際間の連携】

・ 家きん等における高病原性鳥インフルエンザの発生や鳥インフルエンザの人

への感染、それらへの対応等の状況について、海外関係機関等との情報交換

を行う。(厚生労働省、農林水産省、文部科学省、環境省、外務省)

【情報収集】

・ 鳥インフルエンザに関する国内外の情報を収集する。(厚生労働省、農林水産

省、外務省、文部科学省)

> 情報収集源

/ 国際機関 (WHO、 01E、 国連食糧農業機関 (FAO)等 )

/在外公館

/国立感染症研究所 :WHOイ ンフルエンザコラボレーティングセンター

/国立大学法人北海道大学 :01Eリ ファレンスラボラトリー

/独立行政法人動物衛生研究所

/地方公共団体

/検疫所

【鳥インフルエンザの人への感染に対するサーベイランス】

・ 鳥インフルエンザの人への感染について、医師からの届出により全数を把握

する。 (厚生労働省)
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・ 国内で鳥インフルエンザの人への感染が確認された場合、発生した地方公共

団体と連携し、発生状況及び対策について、国民に積極的な情報提供を行う。

(厚生労働省)

【在外邦人への情報提供】

・ 鳥インフルエンザの発生国に滞在・留学する在外邦人に対し、直接または国

内の各学校等を通じ、海外での家きん等における高病原性鳥インフルエンザ

の発生状況や鳥インフルエンザの人への感染状況について情報提供、感染予

防のための注意喚起 (養鶏場や生きた鳥が売られている市場への立入り自粛

等〉を行う。(外務省、厚生労働省、文部科学省)

【人への鳥インフルエンザの感染防止策】

(水際対策)

・ 検疫所は、鳥インフルエンザ (H5Nl)に ついて、有症者の早期発見に努める

とともに、有症者の対応に必要な備品、検査機器等を十分整備し、検疫法に

基づく診察、健康監視、都道府県知事への通知等を実施する。(厚生労働省)

(疫学調査、感染防止策)・

・ 都道府県等に対し、必要に応じて、疫学、臨床等の専門家チームを派遣し、

地方公共団体と連携して、積極的疫学調査を実施する。(厚生労働省)

・ 都道府県等に対し、疫学調査や接触者への対応 (外出自粛の要請、抗インフ

ルエンザウイルス薬の予防投与、有症時の対応指導等)、 死亡例が出た場合の

対応 (埋火葬等)等の実施を要請する。(厚生労働省)

・ 防疫措置に伴い、防疲実施地域における必要に応じた警戒活動等を行う。(警

察庁)

・ 鳥インフルエンザ感染が疑われる者 (有症状者)に対しては、外出自粛や出

国自粛を要請する。(厚生労働省)

' 国内発生情報について、国際保健規則 (IHR)に基づき、WHOへ通報する。(厚

生労働省)

(家 きん等への防疫対策)
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・ 鳥インフルエンザの人への感染を防止する観点から、新型インフルエンザヘ

の変異を起こす可能性がある高病原性鳥インフルエンザの家きんでの発生を

予防するため、高病原性鳥インフルエンザが発生している国・地域からの家

きん等の輸入停止、渡航者への注意喚起、国内の農場段階での衛生管理等を

徹底するほか、国内の家きんに高病原性及び低病原性鳥インフルエンザが発

生した場合には、次の対策を実施する。(関係省庁)

>都道府県との連携を密にし、防疫指針に即した都道府県の具体的な防疫措

置 (患畜等の殺処分、周辺農場の飼養家きん等の移動制限等)を支援する。

(農林水産省)

>殺処分羽数が大規模となる等、緊急に対応する必要があり、都道府県によ

る対応が困難である等やむを得ないと認められる場合には、都道府県から

の求めに応じ、自衛隊の部隊等による支援を行う。(防衛省)

>防疫措置に伴い、防疫実施地域における必要に応じた警戒活動等を行う。

(警察庁)

・ 都道府県等に対し、感染鳥類との接触があり、感染が疑われる患者に対し、

迅速かつ確実な診断を行い、確定診断がされた場合に、適切な感染拡大防止

策を講じた上で、抗インフルエンザウイルス薬の投与等による治療を行うよ

う、助言する。(厚生労働省)

・ 都道府県等に対し、患者の検体を国立感染症研究所へ送付し、亜型検査、遺

伝子解析等を実施するよう要請する。また、検査方法について、各地方衛生

研究所で実施できるよう情報提供を行う。(厚生労働省)

都道府県等に対し、鳥インフルエンザ (H5Nl)の患者 (疑似症患者を含む。)

について、感染症法に基づき、入院等の措置を講ずるよう要請する。(厚生労

働省)
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【用 語 解 説】

※アイウエオ順

O インフルエンザウイルス

インフルエンザウイルスは抗原性の違いから、A型、B型、C型に大きく分類

される。人でのパンデミックを引き起こすのはA型のみである。A型はさらに、

ウイルスの表面にある赤血球凝集素 (HA)と ノイラミニダーゼ (NA)と いう、

2つの糖蛋自の抗原性の違いにより亜型に分類される。(いわゆる A/HlNl、

A/H3N2と いうのは、これらの亜型を指している。)

O 家きん

鶏、あひる、うずら等、家畜として飼養されている鳥。

なお、家畜伝染病予防法における高病原性鳥インフルエンザの対象家畜とし

て、鶏、あひる、うずら、きじ、だちょう、ほろほろ鳥及び七面鳥が指定され

ている。

O 感染症指定医療機関

感染症法に規定する特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関、

第二種感染症指定医療機関及び結核指定医療機関のこと。

*特定感染症指定医療機関 :新感染症の所見がある者又は一類感染症、二

類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当さ

せる医療機関として厚生労働大臣が指定した病院。

*第一種感染症指定医療機関 :一類感染症、二類感染症又は新型インフル

エンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関として都道府県知

事が指定した病院。

*第二種感染症指定医療機関 :二類感染症又は新型インフルエンザ等感染

症の患者の入院を担当させる医療機関として都道府県知事が指定した

病院。

*結核指定医療機関 :結核患者に対する適正な医療を担当させる医療機関

として都道府県知事が指定した病院若しくは診療所 (こ れらに準ずるも

のとして政令で定めるものを含む。)又は薬局。

O 感染症病床

病床は、医療法によって、一般病床、療養病床、精神病床、感染症病床、結
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核病床に区別されている。感染症病床とは、感染症法に規定する新感染症、一

類感染症、二類感染症及び新型インフルエンザ等感染症などの患者を入院させ

るための病床である。

O 帰国者・接触者外来

発生国からの帰国者や国内患者との濃厚接触者であつて、発熱・呼吸器症状

等を有するものを対象とした外来。

0 帰国者・接触者相談センター

発生国から帰国した者又は新型インフルエンザ患者への濃厚接触者であつ

て、発熱・呼吸器症状等を有する者から、電話で相談を受け、帰国者・接触者

外来に紹介するための相談センター。

O 抗インフルエンザウイルス薬

インフルエンザウイルスの増殖を特異的に阻害することによって、インフル

エンザの症状を軽減する薬剤。ノイラミニダーゼ阻害剤は抗インフルエンザウ

イル薬の一つであり、ウイルスの増殖を抑える効果がある。

O 個人防護具 (Personal Protective Equipment:PPE)及 び防護服

エアロゾル、飛沫などの曝露のリスクを最小限にするためのパリアとして装

着するマスク、ゴーグル、ガウン、手袋等をいう。病原体の感染経路や用途 (ス

クリーニング、診察、調査、侵襲的処置等)に応じた適切なものを選択する必

要がある。

0 サーベイランス

見張り、監視制度という意味。

疾患に関して様々な情報を収集して、状況を監視することを意味する。特に、

感染症法に基づいて行われる感染症の発生状況 (患者及び病原体)の把握及び

分析のことを示すこともある。

O 指定届出機関

感染症法に規定する五類感染症のうち厚生労働省令で定めるもの又は二類感

染症、三類感染症、四類感染症若しくは五類感染症の疑似症のうち厚生労働省

令で定めるものの発生の状況の届出を担当させる病院又は診療所として、都道

府県知事が指定したもの。
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0 死亡率 (‖orta!ity Rate)

ここでは、人口 10万人当たりの、流行期間中に新型インフルエンザに罹患し

て死亡した者の数。

0 人工呼吸器

救急時・麻酔使用時等に、患者の肺に空気又は酸素を送つて呼吸を助けるた

めの装置。

O 積極的疫学調査

患者、その家族及びその患者や家族を診察した医療関係者等に対し、質問又

は必要な調査を実施し、情報を収集し分析を行うことにより、感染症の発生の

状況及び動向、その原因を明らかにすること。感染症法第 15条に基づく調査

をいう。

O 致死率 (Case Fatality Rate)

ここでは、流行期間中に新型インフルエンザに罹患した者のうち、死亡した

者の割合。

O トリアージ

災害発生時などに多数の傷病者が発生した場合に、適切な搬送、治療等を行

うために、傷病の緊急度や程度に応じて優先順位をつけること。

O 濃厚接触者

患者と長時間居合わせたなどにより、新型インフルエンザの感染が疑われる

者。

O 発病率 (Attack Rate)

新型インフルエンザの場合は、全ての人が新型インフルエンザのウイルスに

曝露するリスクを有するため、ここでは、人口のうち、流行期間中に新型イン

フルエンザに罹患した者の割合。

O バンデミック

感染症の世界的大流行。

特に新型インフルエンザのパンデミックは、ほとんどの人が新型インフルエ

ンザのウイルスに対する免疫を持つていないため、ウイルスが人から人へ効率

よく感染し、世界中で大きな流行を起こすことを指す。
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0 パンデミックワクチン

新型インフルエンザが発生した段階で、出現した新型インフルエンザウイル

ス又はこれと同じ抗原性をもつウイルスを基に製造されるワクチン。

O プレバンデミックワクチン

新型インフルエンザが発生する前の段階で、新型インフルエンザウイルスに

変異する可能性が高い鳥インフルエンザウイルスを基に製造されるワクチン     ・

(現在、我が国では H5Nl亜型の鳥インフルエンザウイルスを用いて製造)。

O PCR(Po:ymerase Chain Reaction:ポ リメラーゼ連鎖反応)

DNAを、その複製に関与する酵素であるポリメラーゼやプライマーを用いて

大量に増幅させる方法。ごく微量のDNAで あっても検出が可能なため、病原体

の検査に汎用されている。インフルエンザウイルス遺伝子検出の場合は、同ウ

イルスが RNAウ イルスであるため、逆転写酵素 (Reverse Transcriptase)を

用いて DNAに変換した後にPCRを行うRT―PCRが実施されている。
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【新型インフルエンザ発生後の主な対策の流れ (イ メージ)】
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